様式第９号（第８条関係）

年　　月　　日

　日光市長　様

所在地　　　　　　　　　　　　　
	申請者
	名称及び
代表者氏名
	
　　　　㊞　


(電話　　　　　　　　　　　　　)　　　　


日光市工場等立地奨励金交付申請書


　　　　　年度において、工場等立地奨励金　　　　　　　　　　円の交付を受けたいので、日光市工場等立地条例施行規則第８条の規定により、関係書類を添えて申請します。



関係書類
　（１）　会社概要（別記１）
　（２）　奨励金の交付申請に係る工場等の概要（別記２）
　（３）　奨励金の交付申請額の算出根拠等（別記３）
　（４）　位置図及び配置図
　（５）　土地家屋償却資産課税（補充）台帳（名寄帳）証明書
　（６）　償却資産明細書(台帳・写真等)
　（７）　納税証明書
　（８）　公共料金の完納を証する書類
　（９）　過去1年間の経営状況を証する書類
　（１０）その他（　　　　　　　　　　　　　　　）
　

（別記１）

会社概要

	会社名
	　

	代表者名
	　

	本社所在地
	　

	資本金額
	　　　　　　　　　　円

	前年度売上高(生産額)
	　　　　　　　　　　円

	主要製品名
	　

	従業員数
	　　　　　　　　　　人

	設立年月日
	　　　　年　　月　　日




（別記２）

奨励金の交付申請に係る工場の概要

	工場等の名称
	　

	所在地
	　日光市

	地域区分
	　

	生産種目及び内容
	　

	産業分類
	　

	用地取得年月日
	　　　　年　　月　　日

	用地面積
	　　　　　　　　　　㎡

	規模
	建築面積
	　　　　　　　　　　㎡

	
	構造
	　

	
	延床面積
	　　　　　　　　　　㎡

	操業開始年月日
	　　　　年　　月　　日

	従業員数
	　　　　　　　　　　人

	投下固定資産額
	土地
	　　　　　　　　　　円

	
	家屋
	　　　　　　　　　　円

	
	償却資産
	　　　　　　　　　　円

	
	合計
	　　　　　　　　　　円

	固定資産税課税標準額
	土地
	　　　　　　　　　　円

	
	家屋
	　　　　　　　　　　円

	
	償却資産
	　　　　　　　　　　円

	
	合計
	　　　　　　　　　　円




（別記３）
奨励金の交付申請額の算出根拠等
	項目
	金額
	備考

	当該工場等に係る本年度分の固定資産税納入済額（平成２４年度までに認定を受けている場合は、当該納入済額に０．９を乗じて得た額）……①
	円
	・土地・家屋・償却資産の課税標準額合計額×１．４％
・１万円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てること。

	地域未来投資促進法第２５条又は企業立地促進法第２０条に係る固定資産税の課税免除の有無
	有　　　・　　　無

	本年度の固定資産税の課税免除額……②
	円
	

	前年度までに受けた固定資産税の課税免除額の合計額……③
	円
	

	前年度までに交付を受けた奨励金の総額……④
	円
	　

	１億円－(②＋③＋④)……⑤
	円
	１万円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てること。

	奨励金交付申請額
	円
	①の額又は⑤の額のいずれか低い額とすること。
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